交渉経過

冒頭、上山参事官から以下の通り、意見等に対する回答が示された。

＜質問＞
１．「能力実証期間表」の意義について
　今回の９－８の改正は、改正国公法施行に伴うものであり、年次別、試験別の人事管理を人事評価に基づくものに改めていくための一つの手法として、試験別の資格基準表を改めることとしたものである。
２．「別に定める」について
　上位級への昇格については年数以外の要素も見る必要があることから、「別に定める」こととし、いままで年数を明示していなかった部分について、今回はなるべく定めることとしたが、年数以外の部分についてはこれまでどおり配慮の対象となる。
３．優秀者の昇格実態について
　従来、各府省に８割換算の状況報告は求めていないが、優秀な職員に適用されているのではないか。また、Ⅱ・Ⅲ種職員の登用に積極的に対応しており、登用が図られているものと認識している。
４．昇格ペースについて
　今回の見直しでは試験別の枠をなくすことにしているが、各府省の昇格ペースの変更を求めるものではない。

＜意見＞
１．「優秀者の昇格の弾力化」について
　人事管理については、改正国公法を踏まえ、試験別、年次別の取扱いをやめることにしており、徐々に変わっていくものと認識している。その際、資格基準表の在級年数が最低２年であるとともに昇格前の職務の級に最低１年は在級する必要があることや人事評価も最低１年間は見る必要があると考えて「５割換算」としたものである。優秀者全員が５割ということでなく、６割、７割ということも考えられる。
２．級別資格基準表の廃止に伴う措置について
　今回の改正により、不利になる職員が生じる懸念はないものと考えている。

　以上の回答に対し､公務員連絡会側は、以下の通り、さらに参事官の見解を質した。
(1) 現在の「８割換算」の実態を把握していないのに、「５割換算」になったとき、どうして格差が拡大しないと言えるのか。Ⅰ種だけに適用されることになるのではないか。
(2) 実態を調べていないのに、どうして、今後は人事評価に基づいて能力・実績を行うことを打ち出せるのか。われわれは、８割換算でもキャリア優遇になっているのではないかとの疑問を持っており、国公法が改正されて人事評価制度が導入されたからと言って、すぐには変わらないのではないか。
(3) なぜ、「５割」なのか明確に説明していただきたい。

　これらの追及に対し、参事官は次の通り答えた。
(1) Ⅰ種だけが上がるとの懸念を示されているが、各府省でそのような運用が行われれば、人事院として問題の指摘はできるし、おかしいところが出てくれば、皆さんから各府省当局に言っていただきたい。
(2) これからは試験別、年次別はやめよう、人事評価に基づいてやっていこうということにしているし、これまで８割換算で上がってきた人は優秀でなかったかと言えば、そうは言えない。
(3) 昇格については、２年間の人事評価で平均して標準を超えることが条件になっており、さらに直近が能力評価がＳ、業績評価がＡ以上の場合について５割換算を認めるものであり、１年の評価期間は必要との趣旨で「５割」としている。現行の８割では短縮が少なすぎる面もあった。

　以上のように、「５割換算」をめぐって議論を行ったが、人事院側は現在の運用実態を把握しておらず、なぜ５割換算なのかという公務員連絡会側の疑問に明確に答えられなかった。このため、最後に石原専門委員長が「今日の回答では納得できないので改めて明確な回答をしていただきたい」と強く要求し、上山参事官が「本日皆さんから示された疑問については、改めて回答したい」として、再度交渉を行うことを確認したことから、労働条件専門委員会としての交渉を打ち切った。
